
琉球大学学術リポジトリ

日本版DMO の批判的検討
-コンティンジェンシー理論と資源アプリケーション
・マトリックスの観点から

言語: Japanese

出版者: 国際地域創造学部 経営プログラム

公開日: 2025-01-07

キーワード: 資源アプリケーション・マトリックス,

コンティンジェンシー理論, 市場の異質性,

市場の不安定性

作成者: 王, 怡人, 大津, 正和, 地頭所, 里紗, 張, 瑋容, 竹村,

正明, 青谷, 実知代

メールアドレス: 

所属: 琉球大学国際地域創造学部,

同志社女子大学現代社会学部, 龍谷大学政策学部,

同志社女子大学現代社会学部, 明治大学商学部,

神戸松蔭女子学院大学

メタデータ

https://doi.org/10.24564/0002020992URL



 

- 1 - 
 

日本版 DMO の批判的検討 
－コンティンジェンシー理論と資源アプリケーション・マトリ

ックスの観点から1 
A Critical Review of Japanese DMOs: From the Perspective of 

Contingency Theory and Resource-Application Matrix 
 

王 怡人*，大津 正和†，地頭所 里紗‡，張 瑋容⁑，竹村 正明⁂，青谷 実知代§ 

Yi-Jen Wang, Masakazu Otsu, Risa Jitosho, Wei Jung Chang, Masaaki Takemura, Michiyo Aotani 

 

国内 DMO の実態調査と 4 つの地域に対する日本人観光者の満足度調査の結果をまとめ，日本版 DMO の

取り組みについて批判的に検討することが本稿の目的である。検討するに当たって，本稿はコンティンジェ

ンシー理論と資源アプリケーション・マトリックスの分析フレームを引用した。 

  

キーワード ： 資源アプリケーション・マトリックス，コンティンジェンシー理論，市場の異質性，市場の不安定性 

 

 

I. はじめに 

 

 地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇りと愛着を醸成するために，観光庁は 2015 年

11 月に地域経営の視点に立った観光地域づくり司令塔として「観光地域づくり法人」の登録制度

を開始した。この制度の根幹にある「観光地域づくり法人」の概念は，諸外国の Destination 

Marketing/ Management Organization（DMO）のベスト・プラクティスを参考にしていたため，本稿

ではこの制度の主体を「日本版 DMO」と称する。そして日本版 DMO の登録が始まってから約 10

年の月日が過ぎた。これまでの展開の中で，それぞれの地域の DMO の運営形態と取り組みは異

なるし，それによって生みだした成果も異なる。日本版 DMO が今後より発展していくために，

まずここまでの DMO の考え方と取り組み内容を一度振り返ってみよう。 

 そこで本稿の目的は，国内 DMO と日本人観光者を対象にした質問票調査の結果に基づき，こ
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の 10 年間に展開してきた日本版 DMO の運営状況について批判的に検討することである。そし

て，批判的に検討するために本稿が依拠した理論と採用した分析枠組は，組織のおかれた状況と

組織の適合関係を明らかにする「コンティンジェンシー理論」と「資源アプリケーション・マト

リックス」である。本稿の達成課題は，最適な組織形態を示すのではなく，実証データによる検

証を通じて，観光地を形成し継続的に運営するために，日本版 DMO の運営効率を上げる検討ポ

イントを提示することである。 

 この目的を達成するために，本稿は以下の内容で構成される。まずコンティンジェンシー理論

について簡単にレビューする（II．コンティンジェンシー理論の考え方）。続いて，「資源アプリケ

ーション・マトリックス」について説明する（Ⅲ．資源アプリケーション・マトリックスの考え

と DMO 研究への応用）。それから，国内 DMO と日本人観光者を対象に実施した質問票調査の結

果を分析し，その発見物をまとめる（Ⅳ．国内の DMO と日本人観光者に対する調査結果のまと

め）。最後に，ⅡとⅢで整理した理論枠組と分析フレームを使ってⅣでまとめた発見物を解釈し，

日本版 DMO について批判的な検討を行う（Ⅴ．日本版 DMO に対する批判的検討）。 

 

II. コンティンジェンシー理論の考え 
 

 コンティンジェンシー理論は，70 年代に提唱されて以来，多くの研究者に議論されてきた。こ

こではその系譜の紹介は省略し，理論の基本的な考えと本稿の主題である DMO の取り組みと関

連した部分だけ取り上げて整理する。 

 

１. コンティンジェンシー理論の基本的考え 

 

 野中（1976，1978，1980），小木曽（1990）の説明によれば，コンティンジェンシーの基本的考

えは次のとおりである。組織が直面する環境の不確実性の程度の差によって，組織に課せられる

情報処理のタスクが異なる。そこで，組織の成果を上げるために，環境の特性に適合した組織構

造をとる必要がある。これがコンティンジェンシー理論の基本的考えである。 

 この基本的考えに基づき，理論には次の 3 つの特徴がある。 

① コンティンジェンシー理論はオープン・システム・アプローチを理論的志向としている。

オープン・システム・アプローチの最も基本的な考え方は，システムはその環境との最適

な交換過程を通じてのみ生存できるという認識である（野中 1976,16 ページ）。 

② コンティンジェンシー理論は相対主義を強調する。この相対主義の強調とは，組織と環境

の適合関係において唯一最善な考えはなく，それぞれの環境に適合できれば組織構造の

多様性を容認するということである（野中 1976,16 ページ）。 



【論文】日本版 DMO の批判的検討（王 怡人，他 5 名） 

- 3 - 
 

③ コンティンジェンシー理論は，組織か個人か，環境決定論か意思決定論かのどちらに立脚

するものではなく，ミクロとマクロの両方を網羅的に扱うホリスティックな視点を持つ

ものである（野中 1978，18 ページ）。 

 これらの特徴から見れば，コンティンジェンシー理論は環境と組織の 1 対 1 の因果関係を見出

すものではなく，特定の環境から課せられる情報処理の負荷を組織がどのように処理し適応して

いくか，その適応の動態的過程を扱うものである。 

 

２. 「市場の多様性」と「組織の多様性」 

 

 コンティンジェンシー理論の基本的考えとその特徴から，組織が直面する環境の把握は重要な

課題になることがわかる。組織が直面する環境にはさまざまな不確実性がある。その「環境の不

確実性」は，①情報の不確実性，②因果関係の不確実性，③フィードバックの時間幅で定義され

る（野中 1976，20 ページ）。 

 さらに，野中はチャンドラー（1974）が示唆した，組織と市場の関係は情報および意思決定の

負荷に影響されるという主張を引用し，組織の情報処理の負荷と意思決定の負荷に影響する要因

として「市場の多様性」という概念を提起した。野中がいう「市場の多様性」は，「情報の量的側

面と質的側面に関連して異質性と不安定性の次元をもち，前者は情報源の数，伝達情報量，後者

は情報の信頼性，情報フィードバックの時間幅で定義され，異質性と不安定性の合成によって規

定される（野中 1976, 20 ページ）」。 

 この「市場の多様性」に対応させるために，野中（1976）は組織を水平の「情報フィードバック

単位の数」と垂直の「情報プロセッサーの数」といった 2 つの軸で再定義した。前者の「情報フ

ィードバック単位」とは，独立事業部の数やそのマネジャーの人数であり，後者の「情報プロセ

ッサーの数」とは，重要な戦略意思決定に参画するマネジャーの階層と人数である。この 2 つの

軸によって，さまざまな組み合わせが可能になり，これを「組織の多様性」という。 

 

３. 環境と組織の対応関係 

  

 組織が直面する環境を把握するために，「市場の異質性」と「市場の不安定性」といった 2 つの

次元で捉える際，組織と環境の対応関係は図 1 のように表現できる。問題は，それぞれのセルに

入った組織構造はどうなっているかということである。 

 この対応関係の内容について，先述した野中（1976）の「情報フィードバック単位」と「情報プ

ロセッサーの数」で検討できる。つまり，市場の異質性は情報フィードバック単位の数（専門性

の統合⇔専門性の分化）で対応し，市場の不安定性は情報プロセッサーの数（処理過程の標準化
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⇔処理過程の多様化）で対応することになると考えられる。 

 

 

 

市場不安定性 

低い 高い 

市場異質性 
低い 組織構造 A 組織構造 B 

高い 組織構造 C 組織構造 D 

図 1 市場の多様性と組織の多様性の対応関係（野中 1967，15 ページの図 1 を一部修正） 

 

これらの対応を図 1 のセルに当てはめると，それぞれの市場の多様性に適合する組織構造は次

のとおりになる。 

組織構造 A：専門性の統合，処理過程の標準化 

組織構造 B：専門性の統合，処理過程の多様化 

組織構造 C：専門性の分化，処理過程の標準化 

組織構造 D：専門性の分化，処理過程の多様化 

 

 なぜなら，小木曽（1990）にしたがえば，組織にとって市場の異質性と市場の不安定性によっ

て発生する情報処理のタスクには次のような違いがあるからである。つまり，市場の異質性は組

織に処理すべき情報量を増加させるが，この情報は例外発生の頻度が高くても分析可能なので，

比較的に予測可能である。そのために，形式合理的な官僚制化2によって削減する方策が有効であ

る。それに対して，市場の不安定性（小木曽は「変動性」という表現をする）は分析不可能で予測

が困難な情報負荷を組織に課するので，官僚制化では臨機応変な個別的対応が出来ないので変動

的で不安定な環境には適合しないと考えられるのである（小木曽 1990，73 ページ）。 

さらに，市場の不安定性に対応する「情報プロセッサーの数」と「処理過程の標準化・多様化」

について，野中（1987）に提起された「形式情報」と「意味情報」の概念を引用しながら説明する

ことができる。 

 野中によれば，情報は一般的に「形式情報」と「意味情報」に類型化されるという。「形式情報

の典型は通信の内容と関係なく伝達可能なメッセージの集合から，確率論的に選択・測定される

シャノン的情報である。これに対して意味情報は量的確定は困難であるかもしれないが，人間の

知覚になんらかの流動的な変化を与えるような概念や価値である（野中 1987，81 ページ）」。形式

情報は情報処理と伝達の効率化に役に立つが，意味情報は変化につながる新たな意味をもたらす。

したがって，この 2 つの情報の形態と情報処理の過程に次のような違いがある。形式情報は冗長

度を極力に排除し，明白にコード化されているので普遍性が高くコンテクストへの依存度が低い。

よって，その処理に要する人間の判断力は少なく，機械的処理に置換する方が効率的である。そ
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れに対して，意味情報は変化につながる新たな意味を生み出すために冗長度が高い。しかも，意

味情報の多くはコンテクストや個人に内在されているので，それを引き出すのに人と人の相互作

用や解釈などの処理が必要なので，機械的処理には適しないのである。 

 もし市場の不安定性をなす情報が分析不可能で予測もしにくいのであれば，それは野中がいう

意味情報に近いであろう。市場の不安定性をこのように捉え直せば，組織がそれに直面した際の

情報処理は必然的に標準化した処理手順ではなく，それぞれの状況に合わせて臨機応変に対応す

る必要性が生じる。そして，市場状況が不安定であればあるほど，それに対応するための「情報

プロセッサーの数（マネジャーの数）」も必然的に増える。ただし，市場の不安定性を多くのプロ

ッセサーと多様な処理過程で対応しても，最終的に意味のある結果に集約する必要がある。その

集約は，対応に参画したプロッセサーの階層と集約する方法によって，集権的意味情報の集約と

分権的意味情報の集約に分けることができる。 

 

III.  資源アプリケーション・マトリックスの考えと DMO 研究への応用 
 

 資源アプリケーション・マトリックス3は，技術シーズを製品や機能に展開する際，その対応の

多様性を把握するための概念モデルである。このモデルでは，製品の主たる機能を提供する技術

シーズを資源と呼び，何らかの機能や目的を果たす物理的構造は特定的な製品に限らないのでア

プリケーション（応用先）と呼ぶ。こういった関係をもう少しシンプルに表現すれば，1 つの技術

の応用先はたくさんあるし，1つの製品や機能が直面する問題を解決できる方法はいくつもある，

という説明になるだろう。その技術と製品の不確定な関係を表現しようとするのが資源アプリケ

ーション・マトリックスである（図 2）。 

 

図 2 資源アプリケーション・マトリックス（Wang et al., 2006 を一部修正） 
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前述したコンティンジェンシー理論の考え方に基づけば，DMO についてわれわれの問題意識

は，DMO の組織形態のあり方についてのではなく，むしろなぜその地域が観光地になる，ある

いはなれないのかにある。特に，その地域の観光資源を DMO はどのように認識し，それをどの

ように活用していくのか，その展開過程の是非を検討するのがわれわれの目的である。この問題

意識から見出す問いの核心は，観光資源をどのような観光目玉とどのような提供の仕組みに展開

していくかという点にある。資源アプリケーション・マトリックスの概念を使えば，観光地にな

った地域は，技術シーズ（観光資源）とアプリケーション（観光目玉とそれを提供する仕組み）

の適合に成功したのだと推察できるのである。 

ある地域が観光地になるということは，その土地にある何かを見物・体験したい観光者が継続

的に多数いるということである。このとき観光地化を望んでいるのは，その地域の宿泊業者，お

土産店，食堂，輸送業者，それに観光地の事業者（遊園地や博物館や景勝地の所有者など）であ

る。しかし，このような条件で観光地化研究が難しいのは，観光者の訪問目的が一義的に決まら

ないからである。というのは，景勝地だけが観光対象になるわけではなく，景勝地にある宿泊施

設も観光の目的地になり得るからである（東 1996，84 ページ；池田 1996，73-79 ページ）。さら

に，パック旅行になるとその土地に特段の名所や目的施設がなくても，単に行くだけで観光者を

集めることができるのである（中瀬 2003，22-30 ページ）4。 

 このことは観光地が多様な要素から構成されているということだけでなく，観光者の訪問目的

を一義的に定義することも難しいことを示している。そして，最も重要なのはどうすれば観光者

がその土地に継続的に訪れるかということである。これらの問題について理論的に分析していく

ために，まずその内容を分析の枠組に当てはめる必要がある。前に整理したコンティンジェンシ

ー理論の概念を使って捉えれば，観光地を構成する多様な要素を把握する難しさは市場の異質性

に，観光者の目的を一義的に定義することの難しさは市場の不安定性にそれぞれに対応づけられ

るだろう。 

ただし，市場の異質性と市場の不安定性の組み合わせに適合する組織構造とその対応内容を議

論するのにコンティンジェンシー理論は有用であるが，観光者がその土地に継続的に訪れること

に対しては，本節で検討する資源アプリケーション・マトリックスの概念が有用であろう。つま

り，資源アプリケーション・マトリックスを採用すると，それらの観光対象や目的施設（例えば，

歴史的建造物，名勝，宿泊施設，買い物する商業施設，遊園地，食堂，美術館・博物館など）をす

べて資源として解釈し直すことができる。そこで観光地開発の司令塔である DMO や観光業の関

係者たちは何かの知識（見方やコンセプト）を使って，観光者の目的を満たせそうな観光目玉と

それを提供する仕組みをつくりだす必要がある。しかし，観光者の目的は一義的ではないため，

観光目玉と提供の仕組みもある程度のバリエーションが必要である。この観光目玉と仕組みのバ

リエーションは観光地の対応範囲であり，観光地として生存していくドメイン（生存領域）にな



【論文】日本版 DMO の批判的検討（王 怡人，他 5 名） 

- 7 - 
 

る。一方，観光目玉とそれを提供する仕組みは観光地の運営側に提供されながらも，それは観光

者の訪問目的や動機によって取捨選択される。 

資源に当たる技術シーズには，ある地域の観光資源が入る。観光資源とは，それを観光目的と

することができる対象（物，地）のことである。しかし，これらの中で観光者にとって何が一番

の訪問目的になるかは一義的には特定できない。一方，アプリケーションに関していえば，それ

は観光者がその地へ行く動機や目的のことを意味する。それは実際の行動としては，したいこと

や見たいこと，食べたいこと，買いたいことである。観光地の運営に関して DMO の取り組みを

資源アプリケーション・マトリックスで捉えると，次の 3 つの知見が得られる。 

第 1 に，観光者と観光地事業運営利害関係者の回答の分散の違いである。仮に，観光者におけ

る回答の分散が大きいとすれば，それはその観光地の焦点（観光者を呼び寄せる目的地設定）が

曖昧であることを意味している。要するに，観光者にはその観光地に何のためにいくのか明確で

ないということである。他方で，観光地事業運営利害関係者の分散が大きいとすれば，それはそ

の関係者間で観光者に売り込むコンセプトが曖昧であることを意味している。 

 第 2 に，両回答における組み合わせのズレの理解である。これは要するに，観光者と観光地事

業運営利害関係者との思惑の違いを意味している。このようなズレは観光地を売り込む際に間違

った情報を観光者に与えることにつながるだろう。 

 第 3 の知見として，観光地化の理由を推察することができる。論理的には観光地として確立し

た地域は，両者の回答のズレが小さいと思われる。ズレが小さいということは，観光者と観光地

事業運営利害関係者との間に観光地に対するイメージが確立している状態である。そうなれば，

特定の観光地は観光者の訪問目的と連想しやすいので，継続的な訪問を期待できるだろう。それ

はつまりは，事業としての観光地が確立するということなのである。 

 

IV. 国内 DMO と日本人観光者に対する調査結果のまとめ 
 

１. 国内 DMO の取り組みに関する実態調査 

 

a. 調査概要： 

 本調査は調査時点で観光庁が公表している全登録 DMO（候補を含む）を対象に 2023 年 1 月 18

日から 2 月 18 日の間に実施したものである。調査項目は，DMO の基本情報をはじめ，運営資金

(収入源），地域の観光資源特性，意思決定様式，施策を取り組む際の積極性，入域者数，経済効果

などである。調査は，E-mail と質問票の郵送といった 2 つの方法で行った。それぞれに依頼した

DMO の数は，E-mail は 170 組織，郵送は 306 組織であった。E-mail で依頼した組織は，専用の

Web サイトにて回答する形となっている。結果，Web からは 105 件の回答，郵送で回収した質問
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票は 93 件，計 198 件の回答があった。回答率は，それぞれ 61.8％と 30.4％であった。 

 

b. データ処理 

調査結果から DMO が活用できる観光資源，取り組んだ行動の内容，そしてそれらの交互作用

によって生み出した結果を分析するために，次の 4 種類のデータを使用した。 

 

・観光資源に恵まれているかの状況：「自然資源」，「歴史・文化資源」，「食・グルメ資源」，「特産

品資源」，「有力な祭・イベント」の 5 種類の観光資源に恵まれているかの状況と「元々観光が

盛んだったかどうか」の確認である（1＝乏しい～5＝非常に恵まれている）。 

・取組の内容：「お土産開発」，「新観光資源の開発」，「既存観光資源の活性化」，「来訪者のニーズ

調査」，「来訪者の観光実態調査」，「地元観光関連業者の意向調査」，「他 DMO とのコラボ推進」，

「メディアとのコラボ誘致」，「地域住民との共同開発」，「SNS 等での情報発信」，「外部提案に

対する受け入れ」といった 11 種類の活動内容への取り組み状況に関する確認である（1＝全く

行っていない～5＝非常に力を入れている）。 

・意思決定に関連する項目：「意思決定様式（1＝トップダウン～5＝ボトムアップ）」，「計画策定

方針（1＝踏襲～5＝チャレンジ）」，「キャンペーン・イベント開発方針（1＝消費者ニーズ～5＝

資源活用）」，「外部連携時の姿勢（1＝主導～5＝調整）」といった 4 つの意思決定の特徴に対す

る把握である。 

・DMO に関連する基本情報：「DMO の組織形態」，「常勤職員数」，「行政からの出向人数」，「企業

からの出向人数」，「主な資金源」，「第 2 の資金源」，「2018 年に比べて年間見込み客数の増減」，

「2018 年に比べて年間経済効果の増減」，「来訪者の平均的満足度5」，「地域住民の平均的満足

度」，「観光業者の平均的満足度」，「DMO になったことは補助金の獲得に有利か」，「DMO にな

ったことは企業等の協力獲得に有利か」，「DMO になったことは地域住民からの協力獲得に有

利か」といった 14 の基本情報である。 

 

 これらの項目について，分析しやすくするためにそれぞれに次の処理を施した。まずは，5 種類

の観光資源と元々の盛んだった具合について，回答の平均値の合計を基準に 21 以下は「乏しい」

と 22 以上は「恵まれている」と DMO が直面する観光資源の状況を再分類した。 

続いて，11 種類の取り組みについて，主成分に基づいて「調査（3 項目）」，「開発（4 項目）」，

「発信（4 項目）」といった 3 つの行動パターンに分類した。そして，各パターンの構成項目の評

点に沿って，「消極的（3～8 点/4～11 点）」と「積極的（9～15 点/12～20 点)」に二分した。更に，

この 3 つの取り組み因子の積極度によって，8 つの行動パターンに分類した。分類した結果は表 1

のとおりである。 
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表 1 11 種類の活動に対する取り組み状況から分類した 8 つの DMO の行動パターン 

行動タイプ 調査 開発 発信 

1 積極的 積極的 積極的 

2 積極的 積極的 消極的 

3 積極的 消極的 積極的 

4 積極的 消極的 消極的 

5 消極的 積極的 積極的 

6 消極的 積極的 消極的 

7 消極的 消極的 積極的 

8 消極的 消極的 消極的 

 

最後に 4 つの組織の意思決定に関する特性について，有意な負の相関（-0.179*, p < 0.05）にあ

った「計画策定方針」と「外部連携時の姿勢」を中心に分類を行った。評点 1 と 2 を 1（踏襲・主

導）に，4 と 5 を 2（チャレンジ・調整）に，3 は 3（どちらとも言えない）のままにした。負の

相関関係にあるこの 2 つの意思決定内容から 9 つの組み合わせができた。そのうちに，どちらか

に 3 という評点があればその組み合わせを「どちらとも言えない」グループに分類し，最終的に

5 つの組み合わせパターンに分類した。その結果は表 2 のとおりである。 

 

表 2 「計画策定方針」と「外部連携時の姿勢」の評点組み合わせから分類した 5 つのパターン 

意思決定に関する特性パターン 計画策定方針 外部連携時の姿勢 

1 踏襲 調整 

2 チャレンジ 主導 

3 どちらとも言えない どちらとも言えない 

4 踏襲 主導 

5 チャレンジ 調整 

 

c. 分析結果 

 上記で処理した「観光資源に恵まれているかの状況」，「DMO の行動パターン」，「意思決定に関

する特性パターン」について，まず相関分析と回答の分散状況のカイ二乗検定を行った。その結

果，この 3 つの間に有意な相関関係は得られなかった。 

 この結果を受け，再分類したこの 3 つの変数カテゴリーはそれぞれに独立していることが分か

った。これを踏まえて，それぞれの変数カテゴリーに基づいて，個別の質問項目の回答の分散状
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況のカイ二乗検定と相関係数の検定を行った。その結果は，表 3 から表 5 までのとおりである。 

 

① 観光資源に恵まれているかの状況と個別の質問項目との相関関係について 

表 3 が示したとおり，個別の質問項目と「観光資源に恵まれているかの状況」の組み合わせに

おいて，回答の分散状況に有意差が得られたのは「お土産の開発」，「来訪者のニーズ調査」，「来

訪者の実態調査」といった 3 つの取り組み，「キャンペーン・イベントの開発方針」，そして「企

業からの出向人数」である。しかし，これらの 5 つの項目と「観光資源に恵まれているかの状況」

との相関関係について，有意的な結果が得られたのは 3 つの取り組みだけである。それぞれの関

係は次のとおりである。 

 

・「観光資源に恵まれているかの状況」と「お土産の開発」は弱い負の相関関係（-0.167）にある。

つまり，観光資源が乏しい DMO はお土産の開発をやや積極的に取り組む傾向にあり，観光資

源に恵まれる DMO は逆にお土産の開発をあまり積極的に取り組まない傾向にある。  

・「観光資源に恵まれているかの状況」と「来訪者のニーズ調査」および「来訪者の実態調査」と

いう二つの取組とは，それぞれに弱い正の相関関係（0.190），（0.218）にある。つまり，観光資

源に恵まれる DMO のほうが来訪者のニーズ調査と実態調査をやや積極的に取り組む傾向にあ

る。 

 

表 3 観光資源に恵まれているかの状況と有意差が得られた項目とその相関係数 

観光資源に恵まれているかの状況  回答の分散状況の Pearson 検定結果 相関係数と Spearman の検定結果 

お土産の開発 0.016 -0.167* 

来訪者のニーズ調査 0.036 0.190** 

来訪者の実態調査 0.014 0.218** 

キャンペーン・イベントの開発方針 0.005 0.027 (ns) 

企業からの出向人数 0.032 0.067 (ns) 

*p<0.05, **p<0.01 

 

② 「調査」，「開発」，「発信」の組み合わせからなる 8 つの DMO の行動パターンと個別の質

問項目との相関関係について 

表 4 に示されたとおり，個別の質問項目と「DMO の行動パターン」の間に回答の分散状況に有

意差が得られたのは，「食・グルメ資源」と「有力な祭・イベント」といった 2 つの観光資源，「計

画策定方針」と「外部連携時の姿勢」といった 2 つの意思決定上の特性，「主な資金源」，「観光業

者の平均的満足度」，「補助金の獲得に有利」，「行政からの出向人数」といった 4 つの基本情報で
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ある。しかし，この 8 つの組み合わせの中に，相関係数に有意差が得られたのは次の 4 つである。 

・「DMO の行動パターン」と「有力な祭・イベント」という観光資源に恵まれているかの状況と

は弱い負の相関関係（-0.181）にある。ここで DMO の行動パターンが積極的であれば評点が低

くなるので，「積極的－有力な祭・イベントに恵まれる / 消極的―有力な祭・イベントに恵ま

れない」という対応関係になる。 

・「DMO の行動パターン」と「計画策定方針」とは負の相関関係（-0.346）にある。つまり，「積

極的－チャレンジ / 消極的－踏襲」という対応関係である。 

・「DMO の行動パターン」と「観光業者の平均的満足度」とは弱い負の相関関係（-0.146）にある。

つまり，「積極的－満足 / 消極的－不満か調査していない」という対応関係である。 

・「DMO の行動パターン」と「補助金の獲得に有利」とは弱い負の相関関係（-0.198）にある。つ

まり，「積極的－有利と思う / 消極的－有利とは思わない」という対応関係である。 

 

表 4 DMO の行動パターンと有意差が得られた項目とその相関係数 

行動パターン 回答の分散状況の Pearson 検定結果 相関係数と Spearman の検定結果 

食・グルメ資源 0.036 -0.133 ns 

有力な祭・イベント 0.015 -0.181* 

計画策定方針 0.001 -0.346** 

外部連携時の姿勢 0.004 0.110 ns 

主な資金源 0.036 -0.052 ns 

観光業者の平均的満足度 0.005 -0.146* 

補助金の獲得に有利 0.008 -0.198** 

行政からの出向人数 0.047 -0.069 ns 

*p<0.05, **p<0.01 

 

③ 「計画策定方針」と「外部連携時の姿勢」の組み合わせからなる 5 つの意思決定に関する

特性と個別の質問項目との相関関係について，回答の分散状況に有意差が得られたのは，「お土産

の開発」，「観光業者の意向調査」，「2018 年度に比べての経済効果」の 3 項目のみである。しかし，

これらの項目と「意思決定に関する特性パターン」との相関係数はいずれも有意ではなかった。

つまり，これらの項目ははっきりした相関関係にないということである。 

  

 以上の分析結果を王他（2024）にまとめた「DMO の運営状況に関する実態調査6」の内容と比

較して，次の 3 つの知見が得られた。 
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・5 つの観光資源7について単独でみた場合，「自然資源」，「歴史・文化資源」，「食・グルメ資源」

の 3 つは平均よりも高く評価されている。「特産品資源」は平均より下回った結果となってい

る。そして「有力な祭・イベント」と「元々観光が盛んだった」について，地域に差があった

ため，この 2 つの項目に対する評価は平均値に近い結果となった。ところで，観光地はこれら

の観光資源と観光が盛んだった具合のどれか 1 つだけではなく，強弱はあるかもしれないが複

数の資源を有するのが普通である。したがって，データ処理で述べたように，各資源に対する

評価の平均値を合計し，「観光資源に恵まれているかの状況」を計算したのである。観光資源を

個別項目ではなく全体で捉えたとき，資源の恵まれる状況は「お土産の開発」と負の相関，「来

訪者のニーズ調査」と「来訪者の実態調査」と正の相関関係にある。これが調査データから得

られた DMO の行動に関する 1 つ目の発見である。つまり，観光資源に恵まれた状況による

DMO の取り組みの違いである。 

・11 種類の取り組みについて個別で見た場合，平均よりも積極的に取り組んでいるのは「新観光

資源の開発」，「既存観光資源の活性化」，「来訪者のニーズ調査」，「来訪者の観光実態調査」，

「SNS 等での情報発信」の 5 つである。平均よりも積極的に取り組んでいないのは「お土産開

発」，「地元観光関連業者の意向調査」，「他 DMO とのコラボ推進」，「メディアとのコラボ誘致」

の 4 つである。「地域住民との共同開発」，「外部提案に対する受け入れ」の 2 つは平均よりも

積極的かどうかについて，有意差が得られなかった。 

観光資源に恵まれているかの状況と同じ，DMO の取り組みは必ずしも 1 つだけではない。し

たがって，回答した DMO の行動パターンを見出すために，これらの取り組みに対して主成分

分析を行った。個別の取り組みではなく，さまざまな取り組みから構成される行動パターンで

DMO が持つ観光資源，とった行動，そして考え方や成果の特徴を捉えると，「行動パターン」

は「有力な祭・イベント」，「計画策定方針」，「観光業者の平均的満足度」，「補助金の獲得に有

利」といった 4 つの項目と負の相関関係にあったことがわかった。ただし，ここで行動パター

ンの評点が低い方は「積極的」を表すため，DMO の行動パターンが積極的であれば，この 4 つ

の項目に対する評点が高くなるという関係になる。これが調査データから得られた DMO の行

動に関する 2 つ目の発見である。 

つまり，5 つの観光資源の中で観光客や地域住民との交流が必要な祭やイベントが盛んであ

れば，計画策定方針がチャレンジであれば，地域の観光業者の平均的満足度が高ければ，補助

金の獲得に有利と思っていれば，DMO の行動パターンは積極的になる傾向にあるということで

ある。 

・4 つの意思決定に関する特徴について個別で見た場合，回答した DMO の意思決定様式は「トッ

プダウン」寄り，計画策定方針は「チャレンジ」寄り，キャンペーン・イベントの開発方針は

「地域資源の活用」寄りであったが，しかし，外部連携時の姿勢については，はっきりした傾
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向が得られなかった。しかし，これらの回答の中約 3 割が「どちらとも言えない」の評価であ

った。その影響なのか，意思決定の組織的特徴の分類と他の個別項目との間に相関関係が発見

できなかった。つまり，回答した DMO はさまざまな取り組みを決定する際，意思決定には明

確的な脈絡やルールがない（自己組織化の程度が低い）ということである。これが DMO に関

する実態調査からの 3 つ目の発見である。 

 

２. 日本人観光者の観光地への期待と満足度に関する調査 

 

a. 調査概要： 

 この調査は，日本人観光者の観光地に対する事前の期待と旅行後の満足度について，2023 年 11

月 17 日から 18 日までにオンラインで実施した。最終的に 1048 件の回答が得られた。調査の中で

比較するために，直近 5 年の旅行状況を把握した上，最近の半年間に京都市，大阪市，長崎市，

長野県白馬村への旅行体験と満足度について質問した。この 4 地域（目的地）を回答の対象に選

んだ理由は，知名度の他，観光スタイルに違いがあるからである。 

 

b. データ処理 

 日本人観光者に対して，基本情報（性別，年代，住所エリア，未既婚，子供の有無，世帯年収，

平均滞在に数，平均支出金額，旅行先の決め方）と 4 つの地域に関する質問（直近半年の訪問，

各地域に対するイメージ，事前に期待する内容，現地で体験したことの満足度，4 つの地域の DMO

の取組に対する理解と満足度）の質問票調査を行った。そのうち「平均支出金額」について，回

答者によって記入する単位が異なるため，今回の分析には使用しなかった。これらのデータに基

づいて相関分析と回答の分散状況を把握するためのクロス表分析を行った。その結果は次のとお

りである。 

 

c. 分析結果 

 

① 基本情報，平均滞在日数，旅行先の決め方などの項目の相関関係 

 性別（1＝男性，2＝女性)，年代，住所エリア（1＝北海道～8＝九州地方），未既婚（1＝未婚，

2＝既婚），子供の有無（1＝いない，2＝いる），世帯年収，平均滞在日数，旅行先の決め方（1＝同

じ観光地に何度も行きたい～5＝行ったことのない観光地に行きたい）といった基本情報の相関関

係について，回答の分散状況のカイ二乗検定と相関係数の検定を行い，有意差が得られた項目を

表 5 にまとめた。 

その中で，社会常識で考えられる相関関係を除いて，特に注目したいのは次の 6 つの関係であ
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る。正の相関関係にある「性別と世帯年収（0.088）」，「年代と旅行先の決め方（0.087）」，「子供の

有無と旅行先の決め方（0.066）」の 3 つと，負の相関関係にある「年代と世帯年収（-0.185）」，「世

帯年収と旅行先の決め方（-0.070）」，「平均滞在日数と旅行先の決め方（-0.089）」の 3 つである。

これらの相関関係をまとめれば，具体的に次の 2 つの弱い傾向が見えた。1 つは，回答者の中で，

若い女性の世帯年収がやや高い傾向にあるということである。もう 1 つは，高い世帯年収で子供

がいない若い世代の回答者は長い滞在日数をかけて同じ観光地に何度も行きたいという傾向にあ

るということである。 

 

表 5 回答者の基本情報に有意な相関関係が得られた項目 

 性別 年代 住所エリア 未既婚 子供の有無 世帯年収 平均滞在日数 

性別        

年代        

住所エリア        

未既婚  0.388**      

子供の有無  0.457**  0.647**    

世帯年収 0.088** -0.185**      

平均滞在日数   -0.192**     

旅行先の決め方  0.087** 0.070*  0.066* -0.070* -0.089** 

*p<0.05, **p<0.01 

 

② 回答者の基本情報と 4 つの地域の選択との相関関係 

 上記の各種基本情報と 4 つの地域の選択（1＝行っていない，2＝行った）に有意な相関関係に

あった項目を表 6 のとおりにまとめた。 

 

 表 6 回答者の基本情報と 4 つの地域の選択の間に有意な相関関係が得られた項目  

京都市 大阪市 長崎市 長野県白馬村 

住所エリア（-0.099**） 年代（-0.102**） 住所エリア（0.299**） 住所エリア（-0.245**） 

旅行先の決め方（-0.067*） 未既婚（-0.094**） 滞在日数（0.197**） 旅行先の決め方（-0.072*） 

 子供の有無（-0.109**）   

*p<0.05, **p<0.01 

 

 これらの相関関係はどれも弱いものであるが，その関係は次のとおりである。回答者の住所エ
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リアと「京都市」，「長野県白馬村」の選択と負の相関関係にあり，「長崎市」の選択と正の相関関

係にある。ただし，住所エリアは北海道から九州地方まで 8 つのエリアに分けそれぞれに 1 から

8 の番号を振ったものであるので，数字自体は意味を持たない。4 つの地域の選択と回答者の住所

エリアとの傾向を把握するために，4 つの地域の選択と住所エリアの回答分布のクラメール係数

を確認する必要があるので，ここではいったん捨象する。続いて，旅行先の決め方について，京

都市と長野県白馬村の選択とは負の相関関係にあるので，この 2 つの地域は「同じ観光地に何回

も行きたい」という理由で選ばれる傾向にある。長崎市に訪れる回答者の平均滞在日数はやや長

い傾向にある。そして，大阪市の選択に関係しそうな項目は他の 3 つの地域とは全く異なり，子

供のいない若い未婚の回答者と弱い相関関係にある。 

 

③ 4 つの地域の選択の相関関係と回答者の持つイメージおよび全体の満足度の相関関係 

 回答者にとって，検証に選ばれた 4 つの地域にどのようなイメージの違いがあるのか，そして

それぞれの地域に訪れてどれくらい満足しているか，その検定の結果を表 7 と表 8 にまとめた。 

 

表 7 4 つの地域の選択の相関関係 

 京都市 大阪市 長崎市 

京都市    

大阪市 0.076*   

長崎市 -0.180** -0.176**  

長野県白馬村 -0.127** -0.217** -0.188** 

*p<0.05, **p<0.01 

 

 表 7 が示したとおり，京都市と大阪市の選択は正の相関関係にある。京都市と大阪市の選択は

長崎市と長野県白馬村の選択と負の相関関係にある。そして，長崎市と長野県白馬村の選択は負

の相関関係にある。この目的地の選択の負の相関関係は目的地間の二者択一の代替関係を表して

いるのかもしれない。つまり，京都市と大阪市の選択は相反しないが，京都市と大阪市を選択し

た回答者は，あまり長崎市と白馬村を選択しない傾向にある。そして，長崎市と白馬村の選択も

また相反する関係にあるということである。 

 4 つの地域の持つイメージについて，「ショッピング・グルメ」，「景観・名所」，「イベントやキ

ャンペーン」といった 3 つの項目で回答者に評価してもらった（1＝全く違う～5＝全くそのとお

り）。そして全体の満足度についても評価してもらった（1＝非常に満足～5＝不満足）。これらの

評価方法を踏まえて表の結果を見ると，それぞれの地域の持つイメージが分かる。京都市は「景

観・名所」のイメージが強い。大阪市は「ショッピング・グルメ」と「イベント・キャンペーン」
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のイメージが強いが，「景観・名所」のイメージが弱い。長崎市は「ショッピング・グルメ」のイ

メージが強い。長野県白馬村は，「景観・名所」のイメージは強いが「ショッピング・グルメ」の

イメージは弱い。そして全体の満足度について，有意差が得られたのは長崎市だけである。負の

相関係数は，回答者は満足する傾向にあるということを意味する。 

 

表 8 4 つの地域の選択と持つイメージ，全体満足度との相関関係 

 京都市 大阪市 長崎市 長野県白馬村 

ショッピング・グルメ  0.243** 0.066* -0.132** 

景観・名所 0.153** -0.158**  0.131** 

イベント・キャンペーン  0.175**   

全体の満足度   -0.137**  

*p<0.05, **p<0.01 

 

④ 4 つの地域の選択とそこでしたいこととの相関関係 

調査ではそれぞれの地域でしたいことについて 11 項目を設けて質問した。地域の選択としたい

ことの有意な相関関係だけを表 9 にまとめた。 

 

表 9 4 つの地域の選択とそこでしたいこととの有意な相関関係 

 京都市 大阪市 長崎市 長野県白馬村 

歴史遺産を見る 0.115** -0.114**   

文化施設を見る 0.079*    

自然景観・自然遺産を見る  -0.136**  0.194** 

祭事の見学や参加     

工芸品・土産品の購入   0.116**  

定期イベントへの参加  0.073* 0.102**  

ショッピング  0.182**   

テーマパークに行く -0.094** 0.117** 0.102**  

キャンペーンへの参加  0.096** 0.103**  

ご当地グルメを楽しむ     

その場の雰囲気を味わう     

*p<0.05, **p<0.01 
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 4つの地域の選択に対して回答者がそこでしたいこととの有意な相関関係は次のとおりである。

京都市の選択は，「歴史遺産を見る」，「文化施設を見る」と正の相関関係にあり，「テーマパーク

に行く」と負の相関関係にある。大阪市の選択は，「定期イベントへの参加」，「ショッピング」，

「テーマパークに行く」，「キャンペーンへの参加」と正の相関関係にあり，「歴史遺産を見る」，

「自然景観・自然遺産を見る」と負の相関関係にある。長崎市の選択は，「工芸品・土産品の購入」，

「定期イベントへの参加」，「テーマパークに行く」，「キャンペーンへの参加」と正の相関関係に

ある。長野県白馬村の選択は，「自然景観・自然遺産を見る」と正の相関関係にある。 

 

⑤ 4 つの地域の選択とそこで体験したことの満足度との相関関係 

 表 10 は，4 つの地域の選択とそこで体験したことの満足度（1＝非常に満足～5＝不満足，6＝体

験していない）の間に有意な相関関係をまとめてある。 

 

表 10 4 つの地域の選択とそこで体験したことの満足度との有意な相関関係 

 京都市 大阪市 長崎市 長野県白馬村 

歴史遺産を見た -0.195** 0.122** -0.170**  

文化施設を見た -0.112**  -0.136**  

自然景観・自然遺産を見た -0.065* 0.248** -0.148** -0.297** 

祭事の見学・参加 -0.106**    

工芸品・土産品の購入   -0.172** -0.108** 

定期イベントへの参加  -0.109**   

ショッピングした -0.092** -0.178**   

テーマパークに行った 0.084*  -0.194**  

キャンペーンへの参加 -0.079*  -0.114** -0.088** 

ご当地グルメを楽しんだ   -0.099**  

その場の雰囲気を味わった -0.111**    

*p<0.05, **p<0.01 

 

目的地の選択と体験したことの満足度と負の相関係数が意味するのは，その体験項目について

満足しているということである。京都市に訪れた回答者は，「歴史遺産」，「文化施設」，「自然景観・

自然遺産」，「祭事」，「ショッピング」，「キャンペーン」，「その場の雰囲気」に満足している。し

かし，「テーマパーク」について，体験していないか不満足となっている。大阪市に訪れた回答者

は，「定期イベントへ」，「ショッピング」に満足しているが，「歴史遺産」，「自然景観・自然遺産」
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について，体験していないか不満足となっている。長崎市に訪れた回答者は，「歴史遺産」，「文化

施設」，「自然景観・自然遺産」，「工芸品・土産品」，「テーマパーク」，「キャンペーン」，「ご当地グ

ルメ」に満足している。長野県白馬村に訪れた回答者は，「自然景観・自然遺産」，「工芸品・土産

品」，「キャンペーン」に満足している。 
 

表 11 4 つの地域でしたいことと実際に体験した満足度の差の検定結果 

 京都市 大阪市 

 期待値 体験値 差 期待値 体験値 差 

歴史遺産 3.71  2.88  0.826**  3.42  3.50  -0.085 ns  

文化施設 3.41  3.35  0.054 ns 3.25  3.63  -0.377**  

自然景観・遺産 3.84  2.76  1.081**  3.60  3.42  0.185 ns  

祭事 3.24  3.80  -0.557**  3.22  3.97  -0.752**  

工芸品・土産品 3.32  3.35  -0.031 ns  3.23  3.58  -0.344**  

イベント 2.89  3.99  -1.106**  2.97  3.85  -0.883**  

ショッピング 3.20  2.72  0.476**  3.46  2.58  0.881**  

テーマパーク 3.30  3.55  -0.244*  3.56  3.27  0.292**  

キャンペーン 2.75  4.15  -1.400**  2.88  4.21  -1.327**  

グルメ 3.99  2.17  1.824**  4.08  2.19  1.890**  

雰囲気 3.97  2.15  1.816**  3.96  2.32  1.642**  

 長崎市 長野県白馬村 

 期待値 体験値 差 期待値 体験値 差 

歴史遺産 3.71  2.78  0.936**  3.57  3.28  0.290*  

文化施設 3.43  3.20  0.235*  3.37  3.55  -0.172 ns 

自然景観・遺産 3.83  2.46  1.372**  4.12  2.02  2.099**  

祭事 3.29  3.77  -0.477**  3.19  3.78  -0.592**  

工芸品・土産品 3.51  3.01  0.507**  3.40  3.17  0.233 ns 

イベント 3.08  3.86  -0.775**  3.01  4.03  -1.015**  

ショッピング 3.28  2.68  0.604**  3.27  3.05  0.225 ns 

テーマパーク 3.61  2.74  0.862**  3.40  3.10  0.305*  

キャンペーン 2.95  3.97  -1.023**  2.88  4.03  -1.149**  

グルメ 4.09  2.07  2.023**  3.99  2.30  1.695**  

雰囲気 3.98  2.19  1.785**  3.92  2.36  1.557**  

*p<0.05, **p<0.01 
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⑥ 4 つの地域でしたいことと体験したことの満足度の差に関する検定 

 回答者はこの 4 つの地域を選択する際，事前にしたいこと（期待値）と実際に体験したこと

の満足度（体験値）との間にどれくらいの差があるのかを把握することによって，観光振興の

ための努力目標を洗い出すことができるだろう。特に体験値よりも期待値が高い場合，その項

目は改善の対象になるだろう。逆に，期待値よりも体験値が高い場合，その項目は観光客を誘

致する目玉になるのかもしれない。そこで体験した満足度の値が小さい方は満足度が高いので，

期待値から体験値を引いた差の値がプラスであればその項目に対して回答者は満足している

という意味になる。逆にマイナスの値は，その項目に対して回答者は不満足あるいは重視して

いない（体験していない）ということになる。11 項目の期待値と体験値の差を検定した結果は

表 11 のとおりである。 

 

⑦ 4 つの地域の DMO で独自の取り組みに対する回答者の利用状況と感想 

 観光客を誘致するために，あるいは観光地の混雑状況を緩和させるために，この 4 つの地域

の DMO はそれぞれ独自の取り組みをしている。具体的に，京都市は「混雑情報を提供する仕

組み」，大阪市は「大阪の食を食べる観光」，長崎市は「まち歩き観光」，長野県白馬村は「トレ

ッキングや登山」を推奨している。 

これらの取り組みに対して，回答者は知っているか（1＝訪問前から知っていた，2＝訪問時

に知った，3＝知らなかった），現地で利用したか（1＝事前に計画し利用した，2＝事前に計画

しなかったが現地で利用した，3＝利用しなかった），そして観光地の魅力と向上に対してこれ

らの取り組みは役に立つかどうか（1＝全く思わない～5＝強く思う）について質問した。そし

て訪れた場所に対して全体的に満足しているか（1＝非常に満足～5＝不満足）にあわせて，相

関分析を行った。その結果を表 12 にまとめた。 

これらの取り組みに対する回答者の反応の共通点は次のとおりである。 

・訪れた場所に対して全体の満足度が高い回答者が，これらの取り組みが観光地の魅力度向上に

ポジティブに評価する傾向にある（-0.567, -0.398, -0.409, -0.422）。 

・京都市を除き，他の 3 つの地域に対する全体の満足度の低下は，取り組みを事前に知らなかっ

た（0.154，0.169，0.277），利用しなかったこと(0.388, 0.280, 0.216)と同調する傾向にある。 

・京都市の取り組みを除き，他の 3 つの地域の取り組みを事前に知り（-0.184, -0.191, -0.368），利

用したことがあれば(-0.280, -0.368, -0.329)，その地域の魅力向上に取り組みが役に立つと評価

する傾向にある。 

・これらの取り組みを事前に知れば現地では利用し，事前に知らなかったら現地でも利用しない

傾向にある(0.682, 0.355, 0.367, 0.471)。 

 



琉球大学・経営研究（第 5 号）2025 年 1 月 

- 20 - 
 

表 12 4 つの地域に対する満足度と独自の取り組みに対する認知，利用，感想の相関分析結果 

 京都市（混雑情報の提供） 大阪市（大阪の食を食べる観光） 

 全体満足度 取組の認知 取組の利用 全体満足度 取組の認知 取組の利用 

取組の認知 -0.004   0.154*   

取組の利用 -0.082 0.682**  0.388** 0.355**  

魅力度の向上 -0.567** -0.184 -0.201 -0.398** -0.184* -0.280** 

 長崎市（まち歩き観光） 長野県白馬村（トレッキング・登山） 

 全体満足度 取組の認知 取組の利用 全体満足度 取組の認知 取組の利用 

取組の認知 0.169**   0.277**   

取組の利用 0.280** 0.367**  0.216** 0.471**  

魅力度の向上 -0.409** -0.191* -0.368** -0.422** -0.368** -0.329** 

*p<0.05, **p<0.01 

 

以上の観光者の満足度に関する分析結果をまとめれば，次の 6 つの発見が得られた。 

・回答者全体の旅行の傾向として，高い世帯年収で子供がいない若い世代が長い滞在日数をかけ

て同じ観光地に何度も訪れる傾向にある。 

・設定された 4 つの地域に対して，回答者はそれぞれに異なる形で選択していた。具体的に，京

都市と長野県白馬村に対しては「同じ観光地に何度とも行きたい」という決め方をする傾向，

長崎市への滞在日数はやや長い傾向，大阪市に対して子供のいない若い未婚者が選択する傾向

にある。 

・京都市と大阪市に対して回答者は同じ選択の傾向にあり，この 2 つの地域を選択した回答者は

長崎市と長野県白馬村を選択しない傾向にある。そして，長崎市を選択した回答者は長野県白

馬村を選択しない傾向にある。 

・設定された 4 つの地域について，回答者はそれぞれ違うイメージを持っている。 

・設定された 4 つの地域に対して，事前にあまり期待していない内容は現地では体験しない，あ

るいは体験しても満足しない傾向にある。しかし，事前に高く期待して現地で体験しなかった

り，満足できなかったりする内容がある。例えば，大阪市と長崎市の「定期イベントの参加」，

「キャンペーンへの参加」である。 

・4 つの地域の DMO が推奨している取り組みに対して，事前に知り，現地で利用したことが満足

に繋がる傾向にある。 
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V. 日本版 DMO に対する批判的検討 
 

  以上の国内 DMO に対する実態調査と日本人観光者に対する 4 つの地域の満足度調査の分析

結果を踏まえて，日本版 DMO の取り組みについて，コンティンジェンシー理論と資源アプリ

ケーション・マトリックスを用いて批判的に検討する。 

 

１. 市場の多様性分類における 4 つの地域の位置づけ 

 

 図 1 の市場の多様性と組織の多様性の対応関係について，今回調査した 4 つの地域に対する観

光者の満足度調査結果から，それぞれのセルに図 3 のように整理することができる。 

 

 

 

市場不安定性（変動性） 

低い 高い 

市場異質性 
低い  長野県白馬村 

高い 京都市・大阪市 長崎市 

図 3 京都市，大阪市，長崎市，長野県白馬村の市場の多様性における位置づけ 

 

 この分類について，それぞれの地域の観光資源数，観光者の目的や動機と観光地関係者の思惑

のズレを調査したわけではないので，明確な根拠はない。しかし，この 4 つの地域に対する観光

者が持つイメージの違い，そして，それぞれの地域に訪れてしたいことへの期待度と事後の満足

度の差を精査すると，このように分類できるのである。つまり，京都市と大阪市について，観光

者はそれぞれにはっきりしたイメージを持っているので，この 2 つの地域に訪れてそのイメージ

にそぐわない体験を求めることはめったに起きない。したがって，この 2 つの地域の市場の不安

定性が低いと判断した。一方，長崎市と長野県白馬村に対して，観光者はそれぞれに何かしらの

イメージを持つものの，京都市と大阪市に比べてまだ完全に形成されていないため，観光地が提

供した観光目玉とそれを提供する仕組みは観光者の目的や動機によって取捨選択されるのである。

したがって，この 2 つの地域の市場の不安定性が高いと判断した。 

 一方，市場の異質性について，それを観光地が持つあらゆる観光資源の数として捉えると，長

野県白馬村に比べて，京都市，大阪市，長崎市で活用できる観光資源の数は多いので，前者を市

場異質性の低いセルに，後 3 者を市場異質性の高いセルに分類できるのである。 

 ここで重要なのは，この 4 つの地域の分類ではない。むしろ，これらの地域を分類しそれをイ

メージしながら，それぞれのセルに適合した組織の対応内容を検討することである。Ⅱ－3 で整

理した 4 つの組織構造とその対応内容を合わせて見ればわかるように，京都市と大阪市のような
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たくさんの観光資源を持ちながら，イメージが定着している観光地は，観光者の多種多様な要望

や目的に対応するために内容に応じて専門性を分化しながらも，情報処理は標準化した方が理論

的に合理的である。つまり，この 2 つの地域は，敢えてアプリケーションを開発し，市場の不安

定性を自ら起こす必要はないと考えられる。それよりも，むしろ市場の異質性の対応に集中し，

観光資源の選定と強化に専念した方が得策である。たとえば人流の分散を図るために京都市が開

発した混雑情報の提供の仕組み，大阪市が推奨する「大阪の食」がその好例である。 

 それに対して，長野県白馬村に対する多くの観光者のイメージは，おそらく自然景観が豊かで，

登山，スキー，温泉など山岳地帯ならではのレジャーが楽しめる景勝地というものであろう。白

馬村に訪れて，テーマパークやショッピングを楽しみたい観光者はおそらく多くないので，観光

資源は少数に集約されているといえよう。そのため白馬村の市場の異質性は低い。しかし，同じ

自然景観をウリにしている景勝地は他にもたくさんあるので，山岳のレジャーを楽しむための目

的地として白馬村は必ずしも観光者に選ばれるわけではない。そのため，市場の不安定性は高く

なるだろう。図 1 に基づけば，この場合，多くの異質性（観光資源の数）に対応する必要はない

ので専門性を統合し，むしろ市場の不安定性に対応するために，多種多様な要望に柔軟に対応で

きるように情報処理に多様性を持たせた方が理論的には合理的である。つまり，京都市と大阪市

とは正反対に，観光資源の選定と強化に専念するよりは，少数の観光資源を生かして，観光者と

の接点になる観光のアプリケーションに幅を持たせた方が得策である。そこで，長野県白馬村が

推奨する「トレッキングや登山」の楽しみ方がその具体例である。 

 そして，長崎市は多種多様な観光資源を持ちながらも，知名度は京都市と大阪市に比べて比較

的低く，明確なイメージもまだ確立されていないので，市場の異質性と不安定性がともに高い。

そのため，長崎市は数多くの観光資源の運用に対応するために専門性を分化しながらも，市場の

不安定性に対応するために，情報処理に多様性を持たせる必要がある。つまり，観光資源の選定

と強化をしながら，それに合わせてさまざまなアプリケーションに展開することで，観光資源の

量と対応の柔軟性両方を兼ね備える必要がある。長崎市が推奨する「まち歩き観光」はまさに多

種多様な旅行目的をもつ観光者を長崎市がもつ多彩な観光資源に触れあわせる取組となっている。 

 さらに，これらの対応のなかで重要なのは情報の質に関する検討である。ここで野中（1987）

が提起した「形式情報」と「意味情報」をそれぞれに市場の異質性と市場の不安定性に対応させ

てみた。つまり，市場の異質性に対応するための観光資源の選定と強化は，DMO や観光事業関係

者の知識，理解，価値観，意図などで把握することができる。そして，これらのステークホルダ

ーの間で情報を共有させるために，情報に明確なメッセージ性を持たせなければならない。した

がって，市場の異質性に対応するために形式情報が適すると考えられる。しかし，観光者への対

応について，それは提供者側の知識，理解，価値観，意図などで一方的に押し通せるものではな

く，観光者の認知，理解，共感，納得を得る必要がある。したがって，観光アプリケーションを展
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開する側面では，観光地のアプリケーションをめぐって観光者との交互作用を起こしながら，観

光資源に含まれている形式情報から新たな意味を生み出す必要があるのである。それが意味情報

であり，市場の不安定性にそれが適すると本稿では考えた。具体的に言えば，混雑情報やご当地

グルメに関する評価情報などは形式情報であり，トレッキングや登山，まち歩きなどの推奨情報

はあくまでも観光地運営側の提案であり，実際に観光者がそれをどのように活用するのは観光者

次第である。この活用を通じて発生する情報は意味情報である。 

 

２. 分析結果からの批判的検討 

 

 もし観光地経営の目標が，多種多様な観光資源を一義でない観光者の訪問目的と動機に適合さ

せながら，観光者にその土地に継続的に訪れてもらうことであれば，それを実現させるのに，観

光資源をアプリケーションに展開していくほか，これらの適合過程を通じて確たるイメージを形

成することが重要である。この考え方に従えば，市場の異質性と市場の不安定性という 2 つの環

境変数に対して，DMO が対処すべきは前者の市場の異質性よりは後者の市場の不安定性であると

考えられる。なぜなら，観光者に対する満足度調査の結果で見たように，もし観光地について観

光者に確たるイメージが形成されれば，そのイメージにそぐわない体験を現地で求めない傾向に

あるからである。だから，観光地のイメージが形成できれば，そこで展開されたアプリケーショ

ンの市場の不安定性も抑えられると考えられるからである。問題は，そのイメージにはどれくら

いの幅（観光地としての生存領域の広さ）を持たせるかである。この幅の設定について，本稿が

採用する資源アプリケーション・マトリックスのフレームは有効であろう。 

 そして，上記の考えを図 3 に当てはめてみれば，次のように推論できる。まず，第 1 象限（低

い異質性，高い不安定性）に位置する長野県白馬村は，市場の不安定性が高いので，観光資源を

増やし，これまでにない情報処理の負荷をあげて第 3 や第 4 象限に移動するよりは，市場の不安

定性を吸収しながら第 1象限に止まるか，第 2象限に移動したほうが合理的な選択になるだろう。

ただし第 2 象限に移った場合，白馬村の観光地としての生存領域が極端に縮小する可能性がある

ので，継続的な運営を図るのであれば，第 1 象限に止まったほうが賢明であろう。 

 続いて，第 4 象限（高い異質性，高い不安定性）に位置する長崎市は，自ら敢えて異質性を削

減し第 1 象限に移ったり，異質性と不安定性両方とも削減し第 2 象限に移ったりする選択はおそ

らく取らないだろう。なぜなら，異質性や不安定性の削減は自分の生存領域を縮小させることを

意味するので，そのような意思決定は合理的ではないからである。したがって，第 4 象限にある

長崎市が選択できるパスは第 3 象限に移るのみである。つまり，異質性と不安定性の両方を吸収

しながら，幅のある明確的なイメージを形成することで対応するのである。 

上記で整理した図 3 の各象限に位置する地域がとるべく行動を踏まえて，DMO の実態調査で得
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られた分析の結果を検討してみよう。 

 

a. 観光資源に恵まれているかの状況と注目する取り組みの関係について 

 Ⅳ-1-①でまとめたように，観光資源に恵まれているかの状況は「お土産の開発」と負の相関関

係，「来訪者のニーズ調査」と「来訪者の実態調査」と正の相関関係にある。観光資源に恵まれて

いるかの状況を市場の異質性として捉える場合，それに恵まれない（異質性が低い）場合は「お

土産」という観光資源を積極的に開発するよりは限られた観光資源を生かしてアプリケーション

を開発し，観光者の多種多様な訪問目的と動機に対応した方が理論的に合理的である。逆に観光

資源に恵まれる（異質性が高い）場合は，来訪者のニーズや実態を調査しアプリケーションの開

発に展開し，自ら市場の不安定性を高めていくよりは，既にある観光資源を選定・強化し市場の

異質性に徹底的に対応した方が理論的に合理的である。このように理論的に検討してみれば，今

回の調査が明らかにした DMO の実態にはこのようなミスマッチがあったことが分かった。 

 

b. DMO の行動パターンの積極性について 

 Ⅳ-1-②でまとめた，DMO の行動パターンの積極性と負の相関関係にある「有力な祭・イベン

ト」，「計画策定方針」，「観光業者の平均的満足度」，「補助金の獲得に有利」といった 4 つの項目

について，前 3 者はある意味では当たり前な結果であり，補助金の獲得に有利の考えと行動パタ

ーンの積極性という功利的な相関関係から，日本版 DMO の行動の積極性に戦略性が感じとれな

いと言わざるをえなかった。 

 

c. DMO の意思決定様式の特徴について 

 Ⅳ-1-③で検討した DMO の意思決定様式と他の項目間との相関関係の不在について，肯定的に

解釈すれば，それはそれぞれの DMO が直面する環境が異なるのでコンティンジェンシー理論の

考えに基づいて考えると，その対応に多様性があるため，意思決定に関する特性の整理に統計的

な有意差が得られないのかもしれない。 

 しかし，環境にうまく適合できればどのような組織対応でも許されるといえども，市場の異質

性と不安定性，専業性の分化と統合，情報処理過程の標準化と多様化，資源（形式情報）とアプ

リケーション（意味情報）の対応関係などの理論的操作概念を使えば，多種多様な対応も何らか

の傾向にまとめられるはずである。特に本稿が採用した資源アプリケーション・マトリックスは，

そもそも資源とアプリケーションの展開にそれぞれに許容できる分散を持たせる分析モデルなの

で，それでもなぜ意思決定に関連する何らかの傾向が見いだせないのか，これは今後の研究課題

である。そして，質問票調査に設定された意思決定に関する 4 つの質問項目に対して，3 割ほどの

回答は「どちらとも言えない」となっていたため，はっきりした分析結果が得られないのかもし
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れない。この点をやや解釈すると，観光振興のために立ち上げられた日本版 DMO は，環境の不

確実性（市場の異質性と市場の不安定性）に対応するための意思決定には，まだ組織的な特徴が

形成されていないということを意味するのかもしれない。 

 
 

1. 本稿は，大津正和を代表とする科学研究費助成（課題番号：21H00760）の成果の一部である。 
2. 小木曽がいう「官僚制化」は，主に「処理過程の標準化」という側面を意味すると考えられる。  
3.  資源アプリケーション・マトリックスの詳細については，https://u-

ryukyu.repo.nii.ac.jp/record/2012660/files/No2p1.pdf を参照ください。 
4. このような観光地はすでに見学や見聞のために行く場所ではなくなっており，旅行の目的地と呼ぶほうが適当

である。昨今はやりの destination management 研究はそれを反映していると考えられる。 
5. 来訪者，地域住民，観光業者の満足度に関連する質問について，「調査していない」という選択肢も設けてい

た。 
6. https://u-ryukyu.repo.nii.ac.jp/record/2020152/files/W_No4p29.pdf  
7. 調査では「元々観光が盛んだったかどうか」という質問項目もあったが，これは具体的な観光資源ではなく，

過去から観光が盛んであったかを確認するための項目なので，観光資源としてカウントしていない。ただ

し，観光資源に恵まれているかの状況を計算する際に取り入れている。 
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